
東アジア各国には国際的に高い競争力を有す

る産業が数多く存在している｡ これに対して,

雁行形態的な産業発展論やビジネス・アーキテ

クチャに着目した企業戦略論など様々な分析視

角による説明がこれまでなされてきた｡ 本書は

各産業に関する丁寧な実証研究に基づきながら

こうした既存研究の理論的問題を指摘し, なお

かつグローバル化が一層進展すると思われる今

後の経済, 産業発展に多くの示唆を与える内容

となっている｡ 具体的な本書の構成は次のとお

りである｡

はじめに

序章 東アジア優位産業分析の課題と方法

〈第Ⅰ部 日本モデル波及による革新〉

第�章 鉄鋼�日本モデルの波及と拡散

第�章 造船�大量建造システムの移転と変容

第�章 自動車�グローバル競争優位の日韓と

内需依存の中国

〈第Ⅱ部 対抗を通じた発展�日本モデルと中

国モデル〉

第�章 二輪車�プロダクトサイクルと東アジ

ア企業の競争力

第�章 自転車�製造工場集中の構造

〈第Ⅲ部 各国の棲み分けと競争優位構造〉

第�章 半導体�先進技術の選択的導入による

棲み分け構造

第�章 デジタルスチルカメラ�中核企業の事業

システムの戦略的マネジメント

以下, 本書評では, 最初に本書の概要を示

す�)｡ 続いて本書の意義と課題を明らかにする｡

最後に本書に対する総合的な検討を行う｡ あわ

せて, やや強引ではあるが, 本書から熊本の企

業・産業に対するインプリケーションを引き出

してみたい｡

� 本書の概要

序章では, 本書全体の課題と分析枠組みにつ

いて検討された｡ まず本書は検討すべき課題と

して, 東アジアの製造企業の中でも世界に占め

る生産シェアが高い産業・製品 (東アジア優位

産業)の競争力の解明ということを挙げた｡ そ

の際, 本書では特に, 東アジア優位産業におけ

る企業のグローバル競争力の要因と東アジア�

カ国・地域における同一産業内の競争・分業構

造の�つについて焦点を当てることが示された｡
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そして, これら各企業の競争力形成のプロセス

と東アジア域内の競争・分業構造とは相互に関

係するものであり, それを本書では ｢東アジア

企業のグローバル競争力構造｣ と呼んだ｡

本書の分析対象は, 日本, 韓国, 中国, 台湾

の�カ国・地域に限定された｡ さらに ｢東アジ

ア企業｣ とは, 世界本社が東アジアにあり, 開

発・生産等の主たるオペレーションを東アジア

においている企業を指し, そうした企業がグロー

バルに展開させている子会社・関係会社群を含

めるとした｡ 本書の分析手法は個別産業アプロー

チであり, それは各産業 (製品) 別に東アジア

�カ国のグローバル競争力要因と競争・分業構

造を明らかにしようとするアプローチであった｡

その際, 競争力のひとつの重要な指標であるシェ

アについては ｢生産国基準｣ と ｢メーカー基準

(ブランド基準)｣ を使い分け, 各産業の多様な

競争力を柔軟に検討しようとした｡

本書は東アジア地域内の競争・分業構造に関

する主たる既存研究として渡辺利夫の ｢重層的

追跡過程論｣ と末廣昭の ｢キャッチアップ型工

業化論｣ を取り上げ, その基礎となっている赤

松要の雁行形態論の課題として次の点を指摘し

た｡ それは, 第�に, 雁行形態論はプロダクト

サイクルの初期段階において, 後発国産業が先

発国産業を追い抜いてしまう事態を想定してい

ないこと, 第�に, プロダクトサイクルの成熟

段階において, 先発国産業が後発国産業との技

術格差を拡大することが想定されていないこと,

であった｡ これらから本書は雁行形態論の理論

的な問題として, ある産業が先発国から後発国

へ伝播した後, 先発国においてであれ, 後発国

においてであれ, その産業自体において新たな

革新的転換 (イノベーション) が生じるか否か

が明示的には問題とされていないことを指摘し

た｡

こうしたことを踏まえて, 本書は産業の国際

的伝播後に革新的転換がどこで生じ, その結果,

産業の競争優位の優劣はどうなるのか, という

観点から産業を�つに類型化 (���, 表序 �)

した｡ 具体的には, ① 先発国で脱成熟化・革

新的革命・持続的革新が生じ競争優位を維持し,

後発国で革新が生じないパターン, ②先発国・

後発国とも伝播後に革新的転換が生じず, 先発

国が競争劣位となるパターン, ③ 先発国で技

術が停滞し, 後発国で革新的転換とそれに基づ

く圧倒的な競争優位の確立が生じるパターン,

④ 先発国・後発国とも伝播後に革新的転換が

生じ, なおかつその転換の種類が異なり, 競争

優位が拮抗するパターン, であった｡

上記の分析枠組みに沿って, 本書の第�章か

ら第�章では個別産業を取り上げながら, 東ア

ジア優位産業のグローバル競争力に関する検討

が行われた｡ 各章から示される個別産業のグロー

バルシェア, 競争力の概要と要因, 競争構造と

分業構造について, 評者は表�のような整理を

行った｡ 各章で問題意識や検討の重点が若干異

なっているが, 各章の総括が本書にはない｡ そ

のため, それを補うべく, 表�では上にみた分

析枠組みに拠りながら, 各章で示された個別産

業の特徴およびその共通点と相違点を明示する

ことを試みた｡ それゆえ, この表�をもって,

本書評では各章 (第�章から第�章) の要旨と

したい｡

� 本書の意義

本書の意義として, 次の�点を挙げたい｡ 第

�に, 東アジアの製造業の優位性を産業横断的

に明らかにし, その分析枠組みを示したことで

ある｡ 我が国を代表する地域研究者である末廣

昭は, 経済がグローバル化するとともに情報化

が進展する今日, 個別の国を単位とした地域研

究の限界を指摘し, あわせて産業を中心とした

視角の重要性を指摘している (末廣, �		�)｡

本書はこうした末廣が必要性を指摘している,

グローバル化時代の途上国産業のあり方に対す

る新たなアプローチのひとつを提示していると

いえるだろう｡

第�に, 本書がこうした産業横断的なアプロー

三 嶋 恒 平
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各
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概
要
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東
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バ
ル
シ
ェ
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本
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｡
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日
本
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大
量
生
産
シ
ス
テ
ム
を
確
立
し
､
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代
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で
に
韓
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に
移
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､
い
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中
国
に
移

転
し
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と
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�
章

自
動
車
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��
�

�	
�

�
日
本
・

韓
国

日
本
・
韓
国
：
高
い
競
争
力
が
確
立
さ
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｡
守
り

に
固
く
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攻
め
に
強
い

中
国
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国
際
的
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高
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な
い
｡
国
内
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に

基
づ
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模
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経
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依
存

×

完
成
車
の
相
互
供
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は
小
｡
日
本
・
韓
国
は
中

国
へ
部
品
輸
出
を
行
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､
中
国
は
完
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特
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｡
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�
章

二
輪
車
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チをひとつの産業にとどまらず複数の産業につ

いて適用し, その優位性を検討したことである｡

自動車産業や鉄鋼産業など個別産業ごとにその

優位性を明らかにした先行研究は数多く見かけ

るが, 本書のように複数の産業に関する優位性

を横断的に検討したものは必ずしも多くはなかっ

た｡ さらに上述のアプローチに基づきながら,

各章で丁寧な実態把握に拠る個別産業の考察を

行うことによって, 本書の主張は個別の産業や

国という枠を超えた東アジアの優位産業に関す

る特徴を示すことに結びついている｡

第�に, 市場シェアや生産台数などのアウト

プットの数字から産業をどう読み解くのか, と

いう点について本書はわかりやすく示している

ことである｡ 例えば, 自動車の保有台数につい

て, 評者は不勉強ながらこれまでは一時的なア

フターマーケットの市場規模といった静態的な

側面ばかりに着目していた｡ しかし, 本書第�

章から, 保有台数から販売台数の予測, そして

その背景についての数字の捉え方を勉強するこ

ととなり, その動態的な背景を知った｡ こうし

た数字の読み方を明示的に記した研究はこれま

でありそうでなかったように思う｡ さらにアウ

トプットの数字の読み方はテクニカルな側面に

とどまらず以下のような理論的なインプリケー

ションも含んでいるのではないだろうか｡ 従来

こうしたアウトプットの数字は, 例えば藤本隆

宏の動態的な能力アプローチ (藤本, �����

����) によると組織能力構築のひとつの帰結と

して扱われることも多かった｡ そのため, 藤本

のアプローチはアウトプットからその競争力を

考察しようとするベクトルはやや弱いようにも

思われた｡ しかし, 本書はそうした点を補い,

アウトプットと競争力の双方向的な因果関係を

示していると評者は考えた｡

� 本書の課題

一方, 本書に残された課題として, 次の�点

を指摘する｡ ただし, 先んじて記しておけば,

これら課題については序章の脚注で筆者自らが

理論的背景の検討の不十分さを今後の研究課題

として挙げていることでもある｡ そうしたこと

から, 本書評は課題として示す以下の�点に関

して, 本書の中で具体的に顕在化している理論

的・実証的問題との関係から触れ, 本研究の更

なる深化を期待することにしたい｡

第�に, 本書は競争力および革新的転換とい

う軸となる概念についての定義や理論的背景を

必ずしも明確に示していないことである｡ 上に

みたように末廣は地域研究の限界について言及

し産業横断的なアプローチの重要性を指摘した

が, それは各国・地域についての歴史や文化な

どの特殊性に関する議論が不要であることを指

摘したことと同義ではなかった｡ さらに, より

企業に焦点を当てた�	ポーターも国の競争優

位を決定する要件として, 需要条件, 要素条件,

企業の戦略・システム・企業間競争, 関連・支

援産業, チャンス (戦争, 石油危機, 新技術の

発明), 政府といった多様な要件からなるダイ

ヤモンド・モデルを定義し, 議論を展開した

(ポーター, ����)｡

また, 革新的転換について, 評者は表序 �

(
	�) のなかで持続的転換という用語も用いら

れていることに着目した｡ というのは, ここで

両転換がどのような違いがあるのか十分な説明

がないため, 成熟化したとされる産業 (例えば,

造船) においても持続的革新は生じるのではな

いか, という素朴な疑問が評者には生じたから

である｡ こうした転換に関する本書の議論は市

場が新規か既存か, 技術や組織能力, 生産工程

が新規か既存かという�軸からイノベーション

を区分した議論 (�������� ��������,

����) からみると, 革新的転換は革命的革新

(既存市場・新技術) もしくはアーキテクチャ

的革新 (新市場・新技術), 後者は通常的革新

(既存市場・既存技術) もしくはニッチ市場的

革新 (新市場・既存技術)と整理できるだろう｡

しかも, 日本企業が一般に得意とする積み重ね

的改善が顕在化するのは製品そのものよりも生

三 嶋 恒 平
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産工程や技術という側面であると思われること,

そして, 先に見たアウトプットが表出する市場

という側面を本書は重視していると思われるこ

と, からこの区分は本書の枠組みと適合してい

るように思われる｡

このように本書と関係する既存研究は雁行形

態論に代表される産業発展論だけでなく地域研

究や企業戦略論, イノベーション論など多岐に

わたると思われる｡ 本書によって新たに提示さ

れた分析枠組みが, こうした既存研究とどのよ

うな相互関係にあるのか, そして相関させるこ

とによってどのように精緻化されていくのか,

ということは評者も同様の関心を抱いているこ

ともあって非常に興味深い｡

第�に, 競争優位を検討するに際して, 企業

の競争優位と各国産業の競争優位を巡る相互の

関係が十分に整理されていない箇所が散見され

ることである｡ 例えば, 第�章の二輪車産業に

関する考察では, 市場と優位性の源泉の�軸か

らなる競争優位に関する図が示された (�����,

図���)｡ この図では, ホンダと新大洲ホンダ,

ヤマハと建設ヤマハが別個のものとして取り上

げられたが, 評者には各々の区分の基準がよく

分からなかったし, それが意味することも十分

理解できなかった｡ より具体的に指摘するなら

ば, 同図における中国の新大州ホンダは中国オー

トバイ産業の競争優位を代表しているのかそれ

ともホンダという日本企業の競争優位を代表し

ているのかどうか, そして同図において新大州

ホンダが日本企業を代表しているのであるなら

ば新大州ホンダの競争優位は中国オートバイ産

業ではなく日本オートバイ産業の競争優位を代

表することになるのかどうか, あるいは同図に

おいて新大州ホンダが中国企業を代表している

のであるならば新大州ホンダと日本のホンダは

異なるものとして考察したのはどのような理由,

区分によるものなのか, といった点である｡ す

なわち, 同図は先に示されたブランド基準と生

産国基準とが混在し, その結果, 競争優位に関

する議論の錯綜が顕在化してしまったものとい

えるだろう｡ こうしたことから同図に集約され

る議論は企業そのものの競争優位を示してはい

るが, そうした企業の優位性と各国産業の優位

性との関係については曖昧なままであるように

評者には思われた｡

さらに, 例えば第�章のデジタルスチルカメ

ラの分析における国際競争力を備える単位につ

いても評者はよく理解できなかった｡ 第�章で

は, 日本と台湾については日本企業, 台湾企業

という企業を単位とした考察が, 中国について

は生産拠点という国を単位とした考察がなされ

ていた (���	
)｡ これもまたブランド基準と生

産国基準が混在した考察のように思われるが,

国際競争力を備える単位を使い分けることによっ

て, 日本・台湾・中国の国際競争力を比較検討

する枠組みとその結論の妥当性が失われるおそ

れはないのだろうか｡

なお, 本書評において ｢競争優位｣ と ｢競争

力｣ という用語が混在しているが, それは該当

する本書の原文に従ってのことである｡ 先に本

書の第�の課題として競争概念に関する整理が

不十分であることを指摘したが, その結果, 各

章でも本書で鍵となると思われる用語について

も不統一になり, そうしたことを一因として,

ここで挙げた第�の課題が生じてしまったよう

にも思われる｡

評者はこうした混在を整理するためのひとつ

の方法として, 競争概念の整理に加え, 多国籍

企業の本社と海外拠点との関係や優位性の移転

の方向についての議論が必要であるように感じ

た｡ そうした議論を通じて, 多国籍化する先発

国の企業とそれに遅れて勃興する後発国の企業,

あるいは生産拠点としてスケールが縮小しつつ

ある先発国と生産拠点だけでなく市場としても

重要性を高める後発国, といった従来とは性格

を変えつつあるアクターからなるグローバル化

時代における各産業の競争優位を示すことがで

きるのではないだろうか｡

第�に, 東アジアを相対化する作業が不十分

であることである｡ ただし, この点こそ, 東ア
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ジアを明らかにした後の研究ステップであるだ

ろうから, 今後の研究に期待したい｡ しかし,

敢えてこの点を指摘した理由を述べておくと,

東南アジアを事例として取り上げることの多い

評者からすると, 本書が前提としているいくつ

かのことが容易には受け入れられなかったから

である｡ 例えば, 本書では中国の二輪車産業や

自転車産業の競争優位の源泉のひとつとして大

量生産による規模の確保を挙げているが, なぜ,

中国には大量生産を請け負うことのできる地場

企業が数多く存在したのだろうか, という疑問

が生じる｡

ここで問題としたいことは, すなわち, 東ア

ジア (日本・中国・台湾・韓国) は地場系企業

が勃興し, 発展を主導したのに対して, 東南ア

ジア各国では地場系企業がいつまでも脆弱な存

在であり, 外資系企業が主導権を握り続けると

いう東アジアと東南アジアの産業形成, 発展の

大きな違いである｡ これは地域研究者からも,

また産業研究者からも, 明確な回答が得られて

いない問題である｡ これについても本書を受け

継ぐであるだろう今後の成果を待ちたい｡

� 結語とインプリケーション

ここまでで本書の概要およびその意義と課題

について検討した｡ 本書評では細かい点から本

書の課題をいくつか挙げたものの, それらは更

なる本書の深化のためのひとつの材料, 視角を

示そうと試みたに過ぎないし, 本書と類似した

問題意識を抱える評者にとっての課題でもあっ

た｡ それゆえ, これらの課題は本書の意義を損

なうものでは決してない｡ 以上から, 本書が示

した東アジア優位産業のありかたとそれを検討

するための分析枠組みは, グローバル化時代の

産業形成, 発展を検討する上で多くの示唆を与

えるものであると結論できる｡

最後に蛇足であるかもしれないが, 評者の属

する熊本学園大学と地域との関係を鑑みて, 熊

本の企業, 産業に対して本書から汲み取れるイ

ンプリケーションを若干指摘しておきたい｡ 確

かに本書では, 日本の産業もしくは企業という

括りのため, 熊本というひとつの地方について

の直接的な言及はなされていない｡ しかし, 本

社や研究所がほとんどないために革新的転換が

期待できないこと, そして首都圏や東海地方に

比べて後発であることの�点を考慮すると, 熊

本の企業や産業は (誤解を恐れずにいえば) 本

書における後発国・地域に相当するのではない

だろうか｡ ただし, 後発であるからといって発

展が期待できないかというと必ずしもそうでは

ないことは本書の各章の議論が説得的に示して

いることでもある｡ あわせてもう一点指摘する

ならば, 現在, 熊本において発展が期待されて

いる自動車産業については, 先発の優位が維持・

拡大する産業という位置付けが本書でなされて

いることを念頭においておく必要があるかもし

れない｡ これらをまとめると, 産業支援にあたっ

ては, 本書で示された産業特性や発展段階をひ

とつの指針としながら, 熊本の企業・産業の特

性と時期に応じた技術移転やイノベーションの

方法を見極め, 遂行していくことが肝要である

といえるのではないだろか｡ もちろん, そのた

めには企業, 産業の現状, そして特性, 時期を

つかむための実態調査が欠かせないものとなる

だろう｡
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